
予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新 カワウサミット推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　農政部 農村振興課 鳥獣害対策室 鳥獣害対策係　電話番号：058-272-1111（内3176）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　5,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　カワウによる被害対策については、平成28年3月に策定した「岐阜県カワウ被害対策指針」に基づき対策を進めているところであるが、近年、銃器による捕獲が困難な地域への営巣が見られ新たな対策の手法が求められている。また、カワウ対策を担う人材に対しカワウの生態等の知識習得、効果的な対策手法について学ぶ機会が少ない状況である。
そこで、本県におけるカワウ被害対策がより効果的なものとなるよう、カワウ被害対策の研究者や先進的なカワウ対策に取組む団体等を招聘した「カワウ被害対策サミット」を開催する。
（２）事業内容

　　　カワウ被害対策サミットの開催

　　　・開催時期：平成30年11月　※カワウ重点対策月間

　　　・参加人数：500人

　　　　　　　　（漁業関係者、行政関係者の他カワウ被害対策に携わる者）

　　　・開催内容

　　　　カワウ被害対策の研究者による基調講演（（国研）水産研究・教育機構）
　　　　全国の優良事例発表（群馬県、三重県、滋賀県の実践者）
　　　　先進的な技術を活用したカワウ対策技術に関する現地研修
（ドローンを活用したカワウ被害対策、バードレーダー調査手法等）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　カワウ対策は、市町村をまたぐ広域の施策であり、また県を超えた広域連携が必要であるため、当該経費は県が負担する。
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	報償費
	130
	講師報償費

	旅費
	147
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	100
	事務用品

	役務費
	74
	郵便料

	使用料
	730
	会場借上げ、バス借上げ

	委託料
	3,819
	カワウサミット会場設営・ＰＲ業務
ドローンを活用したカワウ被害対策研修
バードレーダーによる飛行ルート調査手法研修

	合計
	5,000
	


	　決定額の考え方　

　カワウ被害対策は過去から実施してきており、サミットと銘打って平成30年度に開催する必要性が不明確なため、計上を見送ります。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・ぎふ農業・農村基本計画（平成28～32年度） 
・岐阜県カワウ被害対策指針（平成28年3月）

　　・岐阜県鳥獣被害対策本部「鳥獣害対策・ジビエ長期戦略」（H29～33）

（２）国・他県の状況
・特定鳥獣保護管理計画作成のためのガイドライン及び保護管理の手引き
（カワウ編）の策定（環境省）
・伊崎国有林の森林管理におけるカワウ対策方針策定（滋賀森林管理署）

・カワウ保護管理計画等の策定（福島県、栃木県、群馬県、山梨県、静岡県
及び滋賀県）

（３）事業主体及びその妥当性
カワウは１日の行動範囲が１５～２５キロメートルあり、市町村をまたぐ広域的な捕獲対策が必要なため、県が中心となって捕獲の取組みを進めるとともに、その成果を踏まえ、市町村を越えて広域対策を行う枠組みづくりを進める必要がある。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	カワウ被害対策を進めるため、カワウの生態や先進的な対策の手法を習得し効果的なカワウ被害対策を進める。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	カワウ被害対策サミット参加者
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	500人
（H30）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇

	カワウの分布域が拡大するとともに、漁業被害が深刻化しており、カワウ被害対策の先進県の事例やカワウの生態に基づいた効果的な被害対策の手法を習得する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇
	　カワウの生息羽数は増加傾向にあり、また、対策を講じにくい場所への営巣が増えているため、カワウ被害対策の先進県の事例やカワウの生態に基づいた効果的な被害対策の手法を習得する機会としてサミットは有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	　カワウ被害対策に取組み県下漁業協同組合や行政を参集し、カワウ被害対策の先進県の事例やカワウの生態に基づいた効果的な被害対策の手法を習得する機会を設けることは効率的である。


（今後の課題）

	カワウの飛来地河川及びコロニー・ねぐらがある市町村に対して、鳥獣被害防止計画の対象種にカワウを指定するように漁業関係者とともに働きかけを行う。カワウ駆除対策に係る関係機関（漁業協同組合、市町村及び県等）の連絡調整体制を整備し、カワウの捕獲及び追い払い等の情報について情報共有を行う。

　カワウは、県境を越えて季節移動するため、県域を越えた連携が必要となる。今後、中部近畿カワウ広域協議会の場で積極的な情報発信を行い、中部近畿地域の関係県で連携したカワウ広域対策が行われるように働きかけを行う。


（次年度の方向性）
	カワウの分布域が拡大するとともに、漁業被害が深刻化しており、駆除対策をとる必要があるが、営巣エリアが対策を講じずらい場所に広がっており、カワウの生態に基づく効果的な対策の手法を身に着けるための場は必要であり、事業規模等を見直し継続する。


